
宮城県教育庁職員児童手当事務処理要領 

 

（通則） 

第１条 宮城県教育委員会行政組織規則（昭和４１年宮城県教育委員会規則第４号）第６条に定める職員並

びに市町村立学校職員給与負担法（昭和２３年法律第１３５号）第１条及び第２条に定める職員（以下｢職

員｣という。）に対する児童手当の認定等及び支給事務に関する取扱いについては、児童手当法（昭和４６

年法律第７３号。以下｢法｣という。）、児童手当法施行令（昭和４６年政令第２８１号）、児童手当法施

行規則（昭和４６年厚生省令第３３号。以下｢規則｣という。）及び教育委員会等への事務の委任及び補助

執行に関する規則（昭和５１年宮城県規則第６０号）に定めるもののほか、この要領の定めるところによ

る。 

 

（認定等及び支給事務） 

第１条の２ 職員の児童手当の認定等及び支給事務は、宮城県教育庁福利課長（以下「福利課長」とい

う。）が行う。 

 

（受給者情報） 

第２条 福利課長は、この手当の認定等及び支給事務の処理に当たっては、児童手当受給者情報（様式第１

号。以下「受給者情報」という。）を電子計算機等により確実に記録し、これを適正に管理し、及び利用

することとする。 

 

（認定の請求） 

第３条 児童手当の支給要件に該当する職員（以下「受給資格者」という。）は、法第１７条第１項の規定

により読み替えられる法第７条第１項の規定による児童手当の受給資格及びその額について、認定の請求

をしようとするときは、児童手当認定請求書（様式第２号。以下「認定請求書」という。）を所属長に提

出しなければならない。 

２ 認定請求書には、次に掲げる書類を添えなければならない。ただし、第１号及び第２号に掲げる書類に

ついては、当該書類により証明すべき事実を公簿等（行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「マイナンバー法」という。）に基づく情報連携

を含む。以下同じ。）によって福利課長が確認できるときは、添付を省略することができる。 

（１）受給資格者、法第４条第１項第１号に規定する支給要件児童（以下「支給要件児童」という。）及

び法第６条第２項第２号に規定する第三子以降算定額算定対象者（以下「第三子以降算定額算定対象

者」という。）の住民票の写し又は住民票記載事項証明書（続柄が記載されたもの） 

（２）受給資格者に配偶者等（２人以上で支給要件児童を養育している場合の配偶者、未成年後見人、父

母等（受給資格者が法第４条第１項第２号に規定する父母指定者（以下「父母指定者」という。）の

場合に限る。）をいう。以下「配偶者等」という。）があるときは、その者の前年の所得（請求に係

る年の１月から５月までの月分の児童手当については、前々年の所得とする。）の額（令第２条及び

第３条の規定により計算した所得の額をいう。）を明らかにすることができる市町村長（特別区長を

含む。）の証明書並びに法第５条第１項に規定する扶養親族等並びに令第１条に規定する同一生計配



偶者（７０歳以上の者に限る。）及び老人扶養親族の有無並びに数を明らかにした市町村長（特別区

長を含む。）の証明書（様式第３号） 

（３）受給資格者が支給要件児童と同居しないでこれを監護し、かつ、これと生計を同じくする者である

ときは、当該事実を明らかにした監護生計同一に関する申立書（様式第４号） 

（４）支給要件児童のうち、規則第１条に規定する留学により日本国内に住所を有しない児童があるとき

は、海外留学に関する申立書（児童用）（様式第５の１号）、留学先の学校の在学証明書及び留学前

の日本国内での居住状況がわかる書類 

（５）第三子以降算定額算定対象者のうち、規則第１条の３の２第３項に規定する留学により日本国内に

住所を有しない者があるときは、海外留学に関する申立書（児童の兄姉等用）（様式第５の２号）、

留学先の学校の在学証明書及び留学前の日本国内での居住状況がわかる書類 

（６）受給資格者が未成年後見人として支給要件児童を監護し、かつ、これと生計を同じくする者である

ときは、未成年後見人に関する申立書（様式第６号）及び当該支給要件児童の戸籍抄本等 

（７）受給資格者が、父母指定者として指定されているときは、規則第１条の３の規定による父母指定者

指定届受領証及び法第４条第１項第１号に規定する父母等（以下「父母等」という。）の海外居住の

状況が分かる書類。また、当該受給資格者と支給要件児童が別居しているときは、当該支給要件児童

の状況が分かる書類 

（８）受給資格者が、父母等又は父母指定者のいずれにも監護されず又はこれらと生計を同じくしない支

給要件児童を監護し、かつ、その生計を維持する者であるときは、当該事実を明らかにした監護生計

維持に関する申立書（様式第７号） 

（９）受給資格者が、法第４条第４項の支給要件に該当する者（以下「同居父母」という。）として支給

要件児童と同居し、これを監護し、かつ、これと生計を同じくするその父若しくは母、未成年後見人

又は父母指定者であって、当該支給要件児童と同居しないでこれを監護し、かつ、これと生計を同じ

くするその他の父若しくは母、未成年後見人又は父母指定者と生計を同じくしないときは、当該事実

を明らかにした同居優先受給に関する申立書継続申立書（様式第８号）及び当該事実を証明する書類 

（１０）受給資格者のうち第三子以降算定額算定対象者があるときは、監護相当・生計費の負担についての

確認書（様式２６号）及び当該申立に係る事実を証明する書類 

（１１）前各号に掲げるもののほか、児童手当の支給要件を確認する際に必要とされる書類 

３ 所属長は、受給資格者から認定請求書を受理したときは、次により処理するものとする。 

（１）認定請求書の所属受付印欄に収受印を押す。 

（２）認定請求書の記載事項を添付書類等によって確認し福利課長に提出する。 

４ 福利課長は、前項第２号の規定により認定請求書を受理したときは、その内容を公簿等及び添付書類に

よって審査し、次により処理するものとする。 

（１）受給資格があるものと認めたときは、支給額を決定し、受給者情報に所要事項を記録するととも

に、児童手当認定通知書（様式第９号。以下「認定通知書」という。）により所属長を経由して当該

受給資格者に通知する。ただし、次に掲げるときにあっては、それぞれ次に定める内容を記載した上

で通知する。 

イ 規則第１条に規定する理由により日本国内に住所を有しない支給要件児童に係る受給資格を認定

した場合 



当該支給要件児童が留学により日本国内に住所を有しなくなった日から３年を経過したときは児

童手当受給事由消滅届（様式第１７号。以下「受給事由消滅届」という。）等を、３年以内に当該

支給要件児童が帰国し、再び日本国内に住所を有するに至ったときは児童手当氏名等変更届（様式

第１６号。以下「氏名等変更届」という。）をそれぞれ提出する必要がある旨 

ロ 規則第１条の３の２第３項に規定する理由により日本国内に住所を有しない第三子以降算定額算

定対象者に係る受給資格を認定した場合 

当該第三子以降算定額算定対象者が留学により日本国内に住所を有しなくなった日から４年を経

過したときは児童手当額改定届（様式第１３号。以下「額改定届」という。）を、４年以内に当該

第三子以降算定額算定対象者が帰国し、再び日本国内に住所を有するに至ったときは氏名等変更届

をそれぞれ提出する必要がある旨 

ハ 未成年後見人を受給資格者として認定した場合 

当該受給資格者が未成年後見人を解任され、又は辞職したときは、受給事由消滅届を提出する必

要がある旨 

二 父母指定者を受給資格者として認定した場合 

支給要件児童の生計を維持する父母等が日本国内に住所を有するに至ったときは、受給事由消滅

届を提出する必要がある旨 

（２）同居父母を受給資格者として認定した場合は、当該受給資格者以外の支給要件児童を監護し、か

つ、生計を同じくする父又は母が住所を有する市町村（特別区を含む。ただし、当該者が公務員であ

る場合はその所属庁とする。）に対して、児童手当における同居父母に係る認定について（様式第１

０号）により通知する（当該受給資格者以外の支給要件児童と生計を同じくする父又は母が、当該受

給資格者と異なる住所を有するとき又は他の所属庁において受給している場合に限る。）。 

（３）受給資格がないと認めたときは、児童手当認定請求却下通知書（様式第９号）により所属長を経由

して当該職員に通知する。 

５ 受給資格者は、新たに出生した支給要件児童のマイナンバー法に基づく個人番号（以下「個人番号」と

いう。）について、認定請求書提出時までに判明していない場合、認定請求書における支給要件児童の個

人番号欄を空欄で提出することができる。ただし、当該支給要件児童の個人番号が判明したときは、速や

かに児童手当児童の個人番号申出書（様式第２３号）により所属長を経由して福利課長に提出しなければ

ならない。 

 

（額改定の請求） 

第４条 児童手当の支給を受けている職員（以下｢受給者｣という。）は、法第９条第１項に規定する児童手

当の増額の改定の請求をしようとするときは、児童手当額改定認定請求書（様式第１１号。以下「額改定

認定請求書」という。）を所属長に提出しなければならない。 

２ 額改定認定請求書には、児童手当の額の増額の原因となる支給要件児童及び第三子以降算定額算定対象

者に係る前条第２項第１号及び第３号から第１１号までに掲げる書類を添えなければならない。ただし、

同項第１号に掲げる書類については、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって福利課長が確認で

きるときは、添付を省略することができる。 

３ 所属長は、額改定認定請求書を受理したときは、前条第３項の規定の例により処理するものとする。 



４ 福利課長は、前項の規定により額改定認定請求書を受理したときは、その内容を公簿等及び添付書類に

よって審査し、次により処理するものとする。 

（１）支給額を改定すべきものと認めたときは、支給額を決定し、受給者情報に所要事項を記録するとと

もに、児童手当額改定認定通知書（様式第１２号。以下「額改定認定通知書」という。）により所属

長を経由して当該受給者に通知する。 

なお、前条第４項第１号イからハまで又は同項第２号に掲げる場合にあっては、同項第１号又は第

２号の規定の例により通知する。 

（２）支給額を改定しないものと認めたときは、児童手当額改定認定請求却下通知書（様式第１２号）に

より所属長を経由して当該受給者に通知する。 

５ 受給者は、新たに出生した支給要件児童の個人番号について、額改定認定請求書提出時までに判明して

いない場合は、前条第５項の規定を準用する。 

 

（額改定届） 

第５条 受給者は、法第９条第３項に規定する児童手当の減額の改定を行うべき事由（次条各号に掲げる事

由を除く。）が生じたときは、速やかに児童手当額改定届（様式第１３号。以下「額改定届」という。）

を所属長に提出しなければならない。 

２ 所属長は、額改定届を受理したときは、第３条第３項の規定の例により処理するものとする。 

３ 福利課長は、前項の規定により額改定届を受理したときは、その内容を審査し、届出に係る事実がある

と認めたときは、支給額を改定し、受給者情報に所要事項を記録するとともに、額改定認定通知書により

所属長を経由して当該受給者に通知する。 

 

（職権に基づく額改定手続） 

第６条 福利課長は、受給者からの額改定届の提出によらず、支給要件児童及び第三子以降算定額算定対象

者が次に掲げる事由に該当し、児童手当の額を減額すべきものと認めたときは、職権によりその額を改定

し、受給者情報に所要事項を記録するとともに、額改定認定通知書により所属長を経由して当該受給者に

通知する。 

（１）支給要件児童が３歳に達したとき。 

（２）支給要件児童が１８歳に到達する日以後の最初の３月３１日を経過したとき。 

（３）第三子以降算定額算定対象者が２２歳に達する日以後の最初の３月３１日を経過したとき。 

（４）前各号に掲げるもののほか、減額すべきことが明らかなとき。 

 

（現況届） 

第７条 受給者は、毎年６月１日から６月３０日までの間に、その年の６月１日における状況を記載した児

童手当現況届（様式第１４号。以下「現況届」という。）を所属長に提出しなければならない｡ 

２ 現況届には、第３条第２項各号に掲げる書類を添えなければならない。ただし、同項第１号及び第２号

に掲げる書類については、当該書類により証明すべき事実を公簿等によって福利課長が確認できるとき

は、添付を省略することができる。 

３ 福利課長は、第１項の規定に基づき届け出られるべき書類の内容を公簿等によって確認できるときは、



当該届出を省略することができる。 

４ 所属長は、現況届を受理したときは、第３条第３項の規定の例により処理するものとする。 

５ 福利課長は、前項の規定により現況届を受理したときは、その内容を公簿等及び添付書類により審査

し、第３項の規定により受給者に現況届の提出を省略させたときは、現況届により届け出られるべき内容

を公簿等により確認した情報等によって審査し、次により処理するものとする。      

（１）引き続き児童手当を支給すべきものと認めたときは、受給者情報に所要事項を記録する。 

（２）支給事由が消滅したものと認めたときは、受給者情報に所要事項を記録するとともに、児童手当支

給事由消滅通知書（様式第１５号。以下「支給事由消滅通知書」という。）により所属長を経由して

当該受給者に通知する。 

 

（氏名等変更届） 

第８条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するときは、１４日以内に氏名等変更届を所属長に提出しな

ければならない。 

（１）受給者の氏名又は住所を変更したとき。 

（２）支給要件児童のうち氏名又は住所を変更した者があるとき。 

（３）第三子以降算定対象者のうち氏名又は住所を変更した者があるとき。 

（４）配偶者の氏名又は住所に変更があるとき。 

（５）配偶者を有するに至ったとき又は配偶者を有しない者となるに至ったとき。 

（６）支払希望金融機関に変更があるとき。 

２ 氏名等変更届には、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める書類を添えなければならない。 

（１）受給者、支給要件児童又は第三子以降算定額算定対象者が住所を変更したことにより氏名等変更届

を提出する場合（公簿等により福利課長が当該内容を確認することができる場合及び次号に該当する

場合を除く。）  

受給者、支給要件児童若しくは第三子以降算定額算定対象者のうち住所を変更した者の住民票の写

し又は住民票記載事項証明書（続柄を省略しないもの） 

（２）支給要件児童が規則第１条に規定する理由により日本国内に住所を有しないこととなったことによ

り氏名等変更届を提出する場合 

 海外留学に関する申立書（児童用）（様式第５の１号）、留学先の学校の在学証明書及び留学前の

日本国内での居住状況がわかる書類 

（３）第三子以降算定額算定対象者が規則第１条の３の２第３項に規定される理由により日本国内に住所

を有しなくなった場合 

海外留学に関する申立書（児童の兄姉等用）（様式第５の２号）、留学先の学校の在学証明書及び

留学前の日本国内での居住状況がわかる書類 

３ 所属長は、氏名等変更届を受理したときは、第３条第３項の規定の例により処理するものとする。 

４ 福利課長は、前項の規定により氏名等変更届を受理したときは、その内容を審査し、受給者情報を更新

する。 

 

（受給事由消滅届） 



第９条 受給者は、児童手当の支給を受けるべき事由（次条各号に掲げる事由を除く。）が消滅したとき

は、速やかに受給事由消滅届を所属長に提出しなければならない。 

２ 所属長は、受給事由消滅届を受理したときは、第３条第３項の規定の例により処理するものとする。 

３ 福利課長は、前項の規定により受給事由消滅届を受理したときは、その内容を審査し、次により処理す

るものとする。 

（１）届出に係る事実があると認めたときは、受給者情報に所要事項を記録するとともに、支給事由消滅

通知書により所属長を経由して当該受給者に通知する。 

（２）父母指定者について前号の処理をした場合は、支給要件児童の住所地の市町村（特別区を含む。）

に対して、児童手当における父母指定者の受給事由消滅通知について（様式第２５号）により通知す

る。 

 

（職権に基づく消滅手続） 

第１０条 福利課長は、受給者又は支給要件児童が次に掲げる事由に該当し、児童手当の支給を受けるべき

事由が消滅したものと認めたときは、職権により受給者情報に所要事項を記録するとともに、支給事由消

滅通知書により所属長を経由して当該受給者に通知する。 

（１）受給者が第１条に規定する職員に該当しなくなったとき。 

（２）支給要件児童全員が１８歳に到達する日以後の最初の３月３１日を経過したとき。 

（３）前二号に掲げるもののほか、支給要件を具備しなくなったことが明らかなとき。 

 

（未支払いの児童手当の請求） 

第１１条 法第１２条に規定する未支払いの児童手当の支給を受けようとする者（以下｢請求者｣という。）

は、未支払児童手当請求書（様式第１８号。以下「未支払請求書」という。）を児童手当の支給を受ける

べきであった職員が所属していた所属長に提出しなければならない。 

２ 所属長は、未支払請求書を受理したときは、第３条第３項の規定の例により処理するものとする。 

３ 福利課長は、前項の規定により未支払請求書を受理したときは、その内容を審査し、次により処理する

ものとする。 

（１）未支払いの児童手当を支給すべきものと認めたときは、未支払児童手当支給決定通知書（様式第 

１９号）により所属長を経由して当該請求者に通知する。 

（２）未支払いの児童手当の支給要件に該当しないものと認めたときは、未支払児童手当請求却下通知書

（様式第１９号）により所属長を経由して当該請求者に通知する。 

 

（支払いの一時差止め手続） 

第１２条 福利課長は、法第１１条の規定により児童手当の支払いを一時差し止めるものと認めたときは、

受給者情報に所要事項を記録するとともに、児童手当支払差止通知書（様式第２０号）により所属長を経

由して当該受給者に通知する。 

 

（支払期日） 

第１３条 法第８条第４項に規定する児童手当の支払期月における支払期日は、各支払期月の１０日とす



る。ただし、その日が宮城県の休日を定める条例（平成元年宮城県条例第１０号）第１条に規定する休日

（以下「休日」という。）に当たるときは、その日の前において、その日に最も近い休日でない日を支払

期日とする。 

２ 前支払期日に支払うべきであった児童手当がある場合又は支給事由が消滅した場合には、前項に規定す

る支払期日以外の日に支払うことができるものとする。 

３ 児童手当の支払いは、受給者が希望する金融機関に口座振替により行うものとする。この場合におい

て、福利課長は受給者情報に所要事項を記録する。 

４ 前項の場合において、受給者から求めがあったときその他福利課長が必要と認めるときは、児童手当支

払通知書（様式第２１の１号）により所属長を経由して当該受給者に通知する。 

 

（個人番号変更等申出） 

第１４条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するときは、児童手当個人番号変更等申出書（様

式第２２号。以下「個人番号変更等申出書」という。）により所属長を経由して福利課長に提出し

なければならない。 

 （１）受給者、配偶者等、支給要件児童又は第三子以降算定額算定対象者のうち個人番号が変更になった

者があるとき。 

 （２）離婚等により、配偶者等の個人番号を消滅させるとき。 

 （３）婚姻等により、配偶者等の個人番号を新たに登録するとき。 

 （４）新たに出生した支給要件児童の個人番号が判明したとき。 

２ 所属長は、個人番号変更等申出書を受理したときは、第３条第３項の規定の例により処理するものと

する。 

３ 福利課長は、前項の規定により個人番号変更等申出書を受理したときは、その内容を審査し、受給者

情報に記録するほか、必要に応じて個人番号を抹消する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

ただし、第３条第２項第２号の規定及び様式第２１の２号については、平成２４年６月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ 平成２３年１０月以降の子ども手当事務取扱要領（平成２３年１０月１日施行）で規定する様式により

請求等があった場合は、当分の間、この要領の様式により請求等があったものとみなす。 

（平成２８年度における現況届の特例） 

３ 平成２８年度における現況届の提出についての第７条第１項の規定の適用については、同項中「様式第

１４号」とあるのは、「様式第１４号の２」とする。 

（児童手当事務取扱要領） 

４ 児童手当事務取扱要領（昭和６３年６月１日施行）の取扱いは、平成２４年３月３１日までとする。 

 



附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２５年１１月５日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正要領の施行の際、改正前の様式第２号、様式第１１号、様式第１４号により使用されている書類

は、改正後の様式によるものとみなす。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成３０年６月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正要領の施行の際、改正前の様式第２号及び様式第１６号により使用されている書類は、改正後の様

式によるものとみなす。 

（平成３０年度における現況届の特例） 

３ 平成３０年度における現況届の提出についての第７条第１項の規定の適用については、同項中「様式第

１４号」とあるのは、「様式第１４号の３」とする。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和元年６月１日から施行する。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和３年５月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正要領の施行の際、現に使用されている改正前の様式は、当分の間、改正後の様式によるものとみな

す。 

（令和３年度における現況届の特例） 

３ 令和３年度における現況届の提出についての第７条第１項の規定の適用については、同項中「様式第１

４号」とあるのは、「様式第１４号の４」とする。 



附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和４年６月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際、現に使用されている改正前の様式は、当面の間、改正後の様式によるものとみな

す。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行の際、現に使用されている改正前の様式は、当面の間、改正後の様式によるものとみな

す。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和６年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正要領の施行の際、現に使用されている様式は、当分の間、改正後の様式によるものとみなす。 

３ 改正要領の施行の際、現にされている改正前の要領第１５条において準用する第３条第１項の特例給付

の認定請求は、児童手当の認定の請求とみなす。 

４ 改正要領の施行の際、現に旧要領準用第３条第３項第１号の特例給付の認定を受けている者は、改正要

領の施行日において、児童手当の認定を受けたものとみなす。 


